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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第15期

中間会計期間
第14期

会計期間
自 2024年７月１日
至 2024年12月31日

自 2023年７月１日
至 2024年６月30日

売上高 (千円) 975,787 1,517,907

経常利益 (千円) 124,621 18,615

中間(当期)純利益 (千円) 118,962 28,777

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ―

資本金 (千円) 42,444 37,919

発行済株式総数 (株)

普通株式 653,010 640,680

Ａ種優先株式 272,720 272,720

Ｂ種優先株式 313,670 313,670

Ｃ種優先株式 167,010 167,010

Ｄ種優先株式 207,490 207,490

純資産額 (千円) 895,748 767,736

総資産額 (千円) 1,436,718 1,288,497

１株当たり中間純利益又は１株当たり
当期純損失

(円) 51.70 △26.82

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ―

自己資本比率 (％) 62.3 59.6

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 60,226 5,591

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △5,209 △15,074

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △20,955 △61,017

現金及び現金同等物の中間期(当期)末
残高

(千円) 920,126 886,065

(注) １．当社は連結財務諸表を作成していないため、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載し

ていません。

２．当社は、第14期中間会計期間については中間財務諸表を作成していないため、第14期中間会計期間に係る主

要な経営指標等の推移については記載していません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社を有していないため記載していません。

４．１株当たり中間純利益又は１株当たり当期純損失については、優先株主に対する優先配当の金額を、中間

(当期)純利益から控除して算出しています。

５．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場で

あり、期中平均株価が把握できないため、記載していません。

６．１株当たり配当額については、配当を実施していないため記載していません。
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２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。



― 3 ―

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの

部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において当社が判断したものです。なお、当社は、前中間

会計期間については中間財務諸表を作成していないため、前年同中間期会計期間との比較分析は行っていません。

(1) 経営成績の状況

当中間会計期間におけるわが国経済は、円安や物価上昇の影響があるものの、消費、雇用などが堅調に推移して

います。当社が属するソフトウェア開発業界においては、社会・ビジネスのあらゆる場面においてデジタルトラン

スフォーメーション（DX）が推進されており、中でも当社が軸足を置くスマートフォンアプリ関連市場はDXの中核

分野の一つとして重要性が高まっています。

このような環境の中、当社は、クライアントのビジネス成功をともに実現する「デジタルパートナー」として事

業企画、デザイン、システム開発・運用、データ分析までを一貫して提供するソリューション事業を推進しまし

た。

アプリ等の開発を主力とするクライアントワークは、前事業年度開始の案件が本格的な開発段階を迎えたほか、

新たに大口の新規取引があり、売上高925,674千円と順調に推移しました。「App Ape」サービスを軸とするアプリ

分析サービスは、利用者数がほぼ横ばいで推移し、売上高50,112千円となりました。これらにより、当中間会計期

間の売上高は975,787千円となりました。

費用面では、クリエイティブ人材の増加と外注費の増加傾向により、売上原価は568,468千円となりました。ま

た、事業拡大の一方で、経費全般の節減に努めたことにより、販売費及び一般管理費は282,611千円となりました。

以上の結果、営業利益124,707千円、経常利益124,621千円、中間純利益118,962千円となり、各段階利益は中間期

としては過去の最高の実績となりました。

また、2024年７月より、株式会社ヤプリ及び株式会社電通グループのグループ各社との業務提携に関する具体的

な取り組みを開始しています。両社との間で、相互の顧客紹介、共同でのソリューション提供などを検討しており、

事業シナジーの早期実現を目指していきたいと考えています。

なお、当社はデジタルパートナー事業の単一セグメントのため、セグメント別の記載を省略しています。

(2) 財政状態の状況

（資産）

当中間会計期間末の資産は1,436,718千円となり、前事業年度末に比べ148,220千円増加しました。主な変動要因

は、受取手形及び売掛金の増加72,218千円、現金及び預金の増加34,060千円、前払費用の増加20,898千円です。

（負債）

当中間会計期間末の負債は540,969千円となり、前事業年度末に比べ20,208千円増加しました。主な変動要因は、

長期借入金の減少30,006千円、未払費用の増加22,319千円、未払消費税等の増加20,945千円です。

（純資産）

当中間会計期間末の純資産は895,748千円となり、前事業年度末に比べ128,012千円増加しました。変動要因は、

中間純利益の計上による利益剰余金の増加118,962千円、資本金の増加4,525千円、資本剰余金の増加4,525千円で

す。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」）は、920,126千円となり、前事業年度末に比べて

34,060千円増加しました。当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは60,226千円の収入となりました。これは主に、増加要因として税引前中間

純利益124,621千円、未払費用の増加額22,316千円、未払消費税等の増加額20,945千円があった一方で、減少要因と

して売上債権の増加額72,218千円、棚卸資産の増加額16,698千円、前受金の減少額8,306千円があったことによるも

のです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは5,209千円の支出となりました。これは、有形固定資産の取得による支出

4,841千円及び資産除去債務の履行による支出368千円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは20,955千円の支出となりました。これは、長期借入金の返済による支出

30,006千円及び株式の発行による収入9,050千円によるものです。

(4) 会計上の見積りおよび当該見積りに用いた仮定

新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析」中の重要な会計上の見積りおよび当該見積りに用いた仮定の記載について、重要な変更

はありません。

(5) 経営方針・経営戦略および経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当中間会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略および経営上の目標の達成状況を判断する為の

客観的な指標等について、重要な変更はありません。

(6) 優先的に対処すべき事業上および財務上の課題

当中間会計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上および財務上の課題について、重要な変更はありま

せん。

(7) 研究開発活動

当中間会計期間における研究開発費の金額は4,343千円です。

なお、当中間会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(8) 主要な設備の新設・除却

当中間会計期間において、次の通り事業所の廃止を行いました。

廃止した事業所 長岡オフィス（新潟県長岡市）

廃止日 2024年11月30日

(9) 経営成績に重要な影響を与える要因

当中間会計期間において、当社の経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

提携契約

相手先の名称 相手先の所在地 契約期間 契約内容

株式会社電通総研 東京都港区
2024年10月16日から
2025年６月30日、以後
１年毎自動更新

同社とのデジタルパートナー事業における業
務提携（当社への顧客紹介等）
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 3,500,000

Ａ種優先株式 400,000

Ｂ種優先株式 400,000

Ｃ種優先株式 400,000

Ｄ種優先株式 300,000

計 5,000,000

（注）2025年４月17日開催の臨時株主総会決議により、同日付でＡ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｃ種優先株式、Ｄ種

優先株式に関する定款の定めを廃止する旨定款の一部変更を行っています。

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間

末現在発行数(株)
(2024年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2025年６月19日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 653,010 1,635,520 非上場 (注)１

Ａ種優先株式 272,720 ― 非上場 (注)２

Ｂ種優先株式 313,670 ― 非上場 (注)３

Ｃ種優先株式 167,010 ― 非上場 (注)４

Ｄ種優先株式 207,490 ― 非上場 (注)５

計 1,613,900 1,635,520 ― ―

(注) １．完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式です。なお、単元株式の定

めはありません。

２．Ａ種優先株式の内容は次の通りです。

(1)完全議決権株式であり、単元株式の定めはない。

(2)優先配当

①当会社は、剰余金の配当を行うときは、Ａ種優先株式の保有者（以下「Ａ種優先株主」という。）また

はＡ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ａ種優先登録質権者」という。）に対し、普通株式の保有者

（以下「普通株主」という。）及び普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録質権者」という。）に

先立ち、各事業年度にＡ種優先株式１株当たり金366.7円（以下「Ａ種転換価額」という。ただし、Ａ

種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する事由があった場合に

は、適切に調整される。）に５％を乗じた額（以下「Ａ種優先配当額」という。）を配当する（１円未

満の端数は切り捨てる。）。

②ある事業年度においてＡ種優先株主またはＡ種優先登録質権者に対して行う１株当たりの配当の額がＡ

種優先配当額に達しない場合、当該不足額は翌事業年度以降に累積し、累積した不足額（以下「Ａ種優

先累積未配当金」という。）については、翌事業年度以降、Ａ種優先配当額及び普通株主または普通登

録質権者に対する配当に先立って、これをＡ種優先株主またはＡ種優先登録質権者に配当する。

③当会社が、①及び②の配当後に同一の事業年度において剰余金（金銭以外の財産によるものを含む。）

の配当を行うときは、普通株主または普通登録質権者及びＡ種優先株主またはＡ種優先登録質権者に対

して、Ａ種優先株式１株当たりと普通株式１株当たりとで同額の剰余金を配当する。

(3)残余財産の分配

①当会社は、残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録質権者に対し、普通株主また



― 6 ―

は普通登録質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株につきＡ種転換価額（ただし、Ａ種優先株式につき、株

式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する事由があった場合には、適切に調整され

る。）、Ａ種優先累積未配当金及び次の算式で計算されるＡ種残余財産調整金（１円未満の端数は切り

捨てる。以下同じ。）の合計額を支払う。

Ａ種残余
財産調整金

＝
Ａ種

転換価額
×

解散決議の日の属する事業年度の初日から解散決議の日までの日数×
0.05（当該事業年度の初日及び解散決議の日はこれを算入する）

365（解散決議の日の属する事業年度の２月が閏年であるときは366）

②Ａ種優先株主には、①以外の残余財産の分配は行わない。

③Ａ種優先株主が下記(5)の定めに基づき普通株式の交付を受けたときは、当該Ａ種優先株主は、当該交

付を受けた普通株式については普通株主として残余財産の分配を受ける。

(4)金銭と引換えの取得請求権条項

Ａ種優先株主は当会社に対し、いつでも、会社法第461条に定める分配可能額を限度として、自己が保

有するＡ種優先株式の全部または一部をＡ種優先株式１株につきＡ種転換価額、Ａ種優先累積未配当金

及び次の算式で計算されるＡ種取得対価調整金の合計額の金銭の交付と引換えに当会社に取得を請求す

ることができる（１円未満の端数は切り捨てる。）。ただし、取得の請求を行ったＡ種優先株主が、こ

れよりも低い金額に同意した場合には、当該金額とする。分配可能額により取得可能なＡ種優先株式の

数が発行済のＡ種優先株式の数よりも少ない場合には、分配可能額の範囲内で取得可能な限度で最大数

のＡ種優先株式を取得するものとし、各株主から取得するＡ種優先株式の数は、各株主の保有するＡ種

優先株式の数に応じて按分する。取得されなかったＡ種優先株式については、当会社は法令等上可能な

範囲でできるだけ早期に取得する義務を負うものとする。

Ａ種取得
対価調整金

＝
Ａ種

転換価額
×

取得請求の日の属する事業年度の初日から取得請求の日までの日数×
0.05（当該事業年度の初日及び取得請求の日はこれを算入する）

365（取得請求の日の属する事業年度の２月が閏年であるときは366）

(5)普通株式と引換えの取得請求権条項

①Ａ種優先株主は、いつでも、保有するＡ種優先株式につき、次の算式で計算される普通株式数の交付と

引換えに当会社に取得を請求することができる（１株未満の端数は切り捨て、金銭の調整を行わな

い。）。

交付される
普通株式数

＝
取得請求する

Ａ種優先株式の数
× 366.7円 ×

１

Ａ種転換価額

②Ａ種転換価額は、上記(2)①に規定される場合以外に、調整前Ａ種転換価額を下回る払込金額をもって

普通株式の募集（発行または処分を意味する。以下同じ。）、普通株式の交付を受ける権利（取得請求

権付株式、取得条項付種類株式等の種類株式及び新株予約権を含む。）が募集された場合、Ａ種優先株

式以外の株式の保有者に対して株主割当てまたは無償割当てがなされた場合には、次の算式で調整され

る。但し、本②に基づく調整は、「(5)普通株式と引換えの取得請求権条項」及び「(6)普通株式と引換

えの取得条項」との関係においてのみ適用されるものとし、「(2)優先配当」「(3)残余財産の分配」及

び「(4)金銭と引換えの取得請求権条項」との関係においては適用されないものとする。

調整後Ａ種
転換価額

＝

既発行
株式数

×
当該調整前
Ａ種転換価額

＋
新発行
株式数

×
１株当たり
払込金額

既発行株式数＋新発行株式数

なお、上記において、既発行株式数とは、発行済の株式及び新株予約権の全てが普通株式に引き換えら

れたと仮定した場合の普通株式数（自己株式数を除く。）を、新発行株式数は、新たに発行又は処分さ

れた株式又は権利の全てが普通株式に引き換えられたと仮定した場合の普通株式数を、１株当たり払込

金額は、普通株式でない株式または新株予約権については、当該権利の取得及び普通株式への引換えを

通じて普通株式１株を取得するために負担するべき金額を、それぞれ意する。

上記の場合のほか、以下の各号に該当する場合には、当会社はＡ種優先株主及びＡ種優先登録質権者に

対して、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整後のＡ種転換価額、適用の日及びその他必

要な事項を通知した上、Ａ種転換価額の調整を適切に行うものとする。

(a)合併、株式交換、株式移転、会社分割または資本金の額の減少のためにＡ種転換価額の調整を必要

とするとき

(b)前(a)のほか、当会社の普通株式の発行済株式総数（ただし、当会社が保有する普通株式の数を除

く。）の変更または変更の可能性を生ずる事由によってＡ種転換価額の調整を必要とするとき

③上記②は、以下に掲げる場合には行われない。

(a)当会社の発行した取得請求権付株式の取得と引換えに当会社の普通株式を交付するとき、または新

株予約権の行使により当会社の普通株式を交付するとき

(b)当会社または当会社の子会社の取締役、監査役、従業員またはコンサルタントその他の関係者に対

して、インセンティブ目的で当会社の新株予約権を発行するとき

(c)Ａ種優先株式の発行済株式総数の過半数を有するＡ種優先株主がかかる調整を不要としたとき
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(6)普通株式と引換えの取得条項

当会社は、当会社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場を当会社の取締役会が決定した場合に

は、取締役会が定める日をもって、次の算式で計算される普通株式数の交付と引換えに、Ａ種優先株式

の全部を取得することができる（１株未満の端数の処理については会社法の規定に従う。）。ただし、

下記のＡ種転換価額は、上記(2)及び(5)の規定に従って、適切に調整される。

交付する
普通株式数

＝
取得する

Ａ種優先株式の数
× 366.7円 ×

１

Ａ種転換価額

(7)議決権

Ａ種優先株主は、①株主総会、②Ａ種優先株主を構成員とする種類株主総会において、Ａ種優先株式１

株につき１個の議決権を有する。

(8)種類株主総会の決議

定款において、会社法第322条第２項に関する定めはしていない。

３．Ｂ種優先株式の内容は次の通りです。

(1)完全議決権株式であり、単元株式の定めはない。

(2)優先配当

①当会社は、剰余金の配当を行うときは、Ｂ種優先株式の保有者（以下「Ｂ種優先株主」という。）また

はＢ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ｂ種優先登録質権者」という。）に対し、普通株式の保有者

（以下「普通株主」という。）及び普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録質権者」という。）に

先立ち、各事業年度にＢ種優先株式１株当たり金733.4円（以下「Ｂ種転換価額」という。ただし、Ｂ

種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する事由があった場合に

は、適切に調整される。）に５％を乗じた額（以下「Ｂ種優先配当額」という。）を配当する（１円未

満の端数は切り捨てる。）。

②ある事業年度においてＢ種優先株主またはＢ種優先登録質権者に対して行う１株当たりの配当の額がＢ

種優先配当額に達しない場合、当該不足額は翌事業年度以降に累積し、累積した不足額（以下「Ｂ種優

先累積未配当金」という。）については、翌事業年度以降、Ｂ種優先配当額並びにＡ種優先株主または

Ａ種優先登録質権者及び普通株主または普通登録質権者に対する配当に先立って、これをＢ種優先株主

またはＢ種優先登録質権者に配当する。

③当会社が、①及び②の配当後に同一の事業年度において剰余金の配当を行うときは、Ａ種優先株主また

はＡ種優先登録質権者に対し、普通株主及び普通登録質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株当たりＡ種優

先配当額を配当する（１円未満の端数は切り捨てる。）。

④Ａ種優先累積未配当金については、翌事業年度以降、Ａ種優先配当額及び普通株主または普通登録質権

者に対する配当に先立って、これをＡ種優先株主またはＡ種優先登録質権者に配当する。

⑤当会社が、①ないし④の配当後に同一の事業年度において剰余金（金銭以外の財産によるものを含

む。）の配当を行うときは、普通株主または普通登録質権者、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録質権者

及びＢ種優先株主またはＢ種優先登録質権者に対して、各株式１株当たり同額の剰余金を配当する。

(3)残余財産の分配

①当会社は、残余財産を分配するときは、Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録質権者に対し、Ａ種優先株主

またはＡ種優先登録質権者及び普通株主または普通登録質権者に先立ち、Ｂ種優先株式１株につきＢ種

転換価額（ただし、B種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類す

る事由があった場合には、適切に調整される。）、Ｂ種優先累積未配当金及び次の算式で計算されるＢ

種残余財産調整金（１円未満の端数は切り捨てる。以下同じ。）の合計額を支払う。

Ｂ種残余
財産調整金

＝
Ｂ種

転換価額
×

解散決議の日の属する事業年度の初日から解散決議の日までの日数×
0.05（当該事業年度の初日及び解散決議の日はこれを算入する）

365（解散決議の日の属する事業年度の２月が閏年であるときは366）

②Ｂ種優先株主には、①以外の残余財産の分配は行わない。

③Ｂ種優先株主が下記(5)の定めに基づき普通株式の交付を受けたときは、当該Ｂ種優先株主は、当該交

付を受けた普通株式については普通株主として残余財産の分配を受ける。

(4)金銭と引換えの取得請求権条項

Ｂ種優先株主は当会社に対し、いつでも、会社法第461条に定める分配可能額を限度として、自己が保

有するＢ種優先株式の全部または一部をＢ種優先株式１株につきＢ種転換価額、Ｂ種優先累積未配当金

及び次の算式で計算されるＢ種取得対価調整金の合計額の金銭の交付と引換えに当会社に取得を請求す

ることができる（１円未満の端数は切り捨てる。）。ただし、取得の請求を行ったＢ種優先株主が、こ

れよりも低い金額に同意した場合には、当該金額とする。分配可能額により取得可能なＢ種優先株式の

数が発行済のＢ種優先株式の数よりも少ない場合には、分配可能額の範囲内で取得可能な限度で最大数

のＢ種優先株式を取得するものとし、各株主から取得するＢ種優先株式の数は、各株主の保有するＢ種

優先株式の数に応じて按分する。取得されなかったＢ種優先株式については、当会社は法令等上可能な

範囲でできるだけ早期に取得する義務を負うものとする。
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Ｂ種取得
対価調整金

＝
Ｂ種

転換価額
×

取得請求の日の属する事業年度の初日から取得請求の日までの日数×
0.05（当該事業年度の初日及び取得請求の日はこれを算入する）

365（取得請求の日の属する事業年度の２月が閏年であるときは366）

(5)普通株式と引換えの取得請求権条項

①Ｂ種優先株主は、いつでも、保有するＢ種優先株式につき、次の算式で計算される普通株式数の交付と

引換えに当会社に取得を請求することができる（１株未満の端数は切り捨て、金銭の調整を行わな

い。）。

交付される
普通株式数

＝
取得請求する

Ｂ種優先株式の数
× 733.4円 ×

１

Ｂ種転換価額

②Ｂ種転換価額は、上記(2)①に規定される場合以外に、調整前Ｂ種転換価額を下回る払込金額をもって

普通株式の募集（発行または処分を意味する。以下同じ。）、普通株式の交付を受ける権利（取得請求

権付株式、取得条項付種類株式等の種類株式及び新株予約権を含む。）が募集された場合、Ｂ種優先株

式以外の株式の保有者に対して株主割当てまたは無償割当てがなされた場合には、次の算式で調整され

る。但し、本②に基づく調整は、「(5)普通株式と引換えの取得請求権条項」及び「(6)普通株式と引換

えの取得条項」との関係においてのみ適用されるものとし、「(2)優先配当」「(3)残余財産の分配」及

び「(4)金銭と引換えの取得請求権条項」との関係においては適用されないものとする。

調整後Ｂ種
転換価額

＝

既発行
株式数

×
当該調整前
Ｂ種転換価額

＋
新発行
株式数

×
１株当たり
払込金額

既発行株式数＋新発行株式数

なお、上記において、既発行株式数とは、発行済の株式及び新株予約権の全てが普通株式に引き換えら

れたと仮定した場合の普通株式数（自己株式数を除く。）を、新発行株式数は、新たに発行又は処分さ

れた株式又は権利の全てが普通株式に引き換えられたと仮定した場合の普通株式数を、１株当たり払込

金額は、普通株式でない株式または新株予約権については、当該権利の取得及び普通株式への引換えを

通じて普通株式１株を取得するために負担するべき金額を、それぞれ意する。

上記の場合のほか、以下の各号に該当する場合には、当会社はＢ種優先株主及びＢ種優先登録質権者に

対して、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整後のＢ種転換価額、適用の日及びその他必

要な事項を通知した上、Ｂ種転換価額の調整を適切に行うものとする。

(a)合併、株式交換、株式移転、会社分割または資本金の額の減少のためにＢ種転換価額の調整を必要

とするとき

(b)前(a)のほか、当会社の普通株式の発行済株式総数（ただし、当会社が保有する普通株式の数を除

く。）の変更または変更の可能性を生ずる事由によってＢ種転換価額の調整を必要とするとき

③上記②は、以下に掲げる場合には行われない。

(a)当会社の発行した取得請求権付株式の取得と引換えに当会社の普通株式を交付するとき、または新

株予約権の行使により当会社の普通株式を交付するとき

(b)当会社または当会社の子会社の取締役、監査役、従業員またはコンサルタントその他の関係者に対

して、インセンティブ目的で当会社の新株予約権を発行するとき

(c)Ｂ種優先株式の発行済株式総数の過半数を有するＢ種優先株主がかかる調整を不要としたとき

(6)普通株式と引換えの取得条項

当会社は、当会社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場を当会社の取締役会が決定した場合に

は、取締役会が定める日をもって、次の算式で計算される普通株式数の交付と引換えに、Ｂ種優先株式

の全部を取得することができる（１株未満の端数の処理については会社法の規定に従う。）。ただし、

下記のＢ種転換価額は、上記(2)及び(5)の規定に従って、適切に調整される。

交付する
普通株式数

＝
取得する

Ｂ種優先株式の数
× 733.4円 ×

１

Ｂ種転換価額

(7)議決権

Ｂ種優先株主は、①株主総会、②Ｂ種優先株主を構成員とする種類株主総会において、Ｂ種優先株式１

株につき１個の議決権を有する。

(8)種類株主総会の決議

定款において、会社法第322条第２項に関する定めはしていない。

４．Ｃ種優先株式の内容は次の通りです。

(1)完全議決権株式であり、単元株式の定めはない。

(2)優先配当

①当会社は、剰余金の配当を行うときは、Ｃ種優先株式の保有者（以下「Ｃ種優先株主」という。）また

はＣ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ｃ種優先登録質権者」という。）に対し、普通株主及び普通

登録質権者、Ａ種優先株主及びＡ種優先登録質権者並びにＢ種優先株主及びＢ種優先登録質権者に先立

ち、各事業年度にＣ種優先株式１株当たり金2,528.7円（以下、「C種転換価額」という。ただし、Ｃ種

優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する事由があった場合に
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は、適切に調整される。）に５％を乗じた額（以下「Ｃ種優先配当額」という。）を配当する（１円未

満の端数は切り捨てる。）

②ある事業年度においてＣ種優先株主またはＣ種優先登録質権者に対して行う１株当たりの配当の額がＣ

種優先配当額に達しない場合、当該不足額は翌事業年度以降に累積し、累積した不足額（以下「Ｃ種優

先累積未配当金」という。）については、翌事業年度以降、Ｃ種優先配当額並びにＢ種優先株主または

Ｂ種優先登録質権者、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録質権者及び普通株主又は普通登録質権者に対す

る配当に先立って、これをＣ種優先株主またはＣ種優先登録質権者に配当する。

③当会社が、①及び②の配当後に同一の事業年度において剰余金の配当を行うときは、Ｂ種優先株主また

はＢ種優先登録質権者に対し、Ａ種優先株主及びＡ種優先登録質権者並びに普通株主及び普通登録質権

者に先立ち、Ｂ種優先株式１株当たりＢ種優先配当額を配当する（１円未満の端数は切り捨てる。）

④Ｂ種優先累積未配当金については、翌事業年度以降、Ｂ種優先配当額並びにＡ種優先株主またはＡ種優

先登録質権者及び普通株主又は普通登録質権者に対する配当に先立って、これをＢ種優先株主またはＢ

種優先登録質権者に配当する。

⑤当会社が、①ないし④の配当後に同一の事業年度において剰余金の配当を行うときは、Ａ種優先株主ま

たはＡ種優先登録質権者に対し、普通株主及び普通登録質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株当たりＡ種

優先配当額を配当する（１円未満の端数は切り捨てる。）。

⑥Ａ種優先累積未配当金については、翌事業年度以降、Ａ種優先配当額及び普通株主または普通登録質権

者に対する配当に先立って、これをＡ種優先株主またはＡ種優先登録質権者に配当する。

⑦当会社が、①ないし⑥の配当後に同一の事業年度において剰余金（金銭以外の財産によるものを含

む。）の配当を行うときは、普通株主または普通登録質権者、Ａ種優先株主及びＡ種優先登録質権者、

Ｂ種優先株主及びＢ種優先登録質権者並びにＣ種優先株主またはＣ種優先登録質権者に対して、各株式

１株当たり同額の剰余金を配当する。

(3)残余財産の分配

①当会社は、残余財産を分配するときは、Ｃ種優先株主またはＣ種優先登録質権者に対し、Ｂ種優先株主

またはＢ種優先登録質権者、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録質権者及び普通株主または普通登録質権

者に先立ち、Ｃ種優先株式１株につきＣ種転換価額（ただし、Ｃ種優先株式につき、株式の分割、株式

無償割当て、株式の併合またはこれに類する事由があった場合には、適切に調整される。）、Ｃ種優先

累積未配当金及び次の算式で計算されるＣ種残余財産調整金（１円未満の端数は切り捨てる。以下同

じ。）の合計額を支払う。

Ｃ種残余
財産調整金

＝
Ｃ種

転換価額
×

解散決議の日の属する事業年度の初日から解散決議の日までの日数×
0.05（当該事業年度の初日及び解散決議の日はこれを算入する）

365（解散決議の日の属する事業年度の２月が閏年であるときは366）

②Ｃ種優先株主には、①以外の残余財産の分配は行わない。

③Ｃ種優先株主が下記(5)の定めに基づき普通株式の交付を受けたときは、当該Ｃ種優先株主は、当該交

付を受けた普通株式については普通株主として残余財産の分配を受ける。

(4)金銭と引換えの取得請求権条項

Ｃ種優先株主は当会社に対し、いつでも、会社法第461条に定める分配可能額を限度として、自己が保

有するＣ種優先株式の全部または一部をＣ種優先株式１株につきＣ種転換価額、Ｃ種優先累積未配当金

及び次の算式で計算されるＣ種取得対価調整金の合計額の金銭の交付と引換えに当会社に取得を請求す

ることができる（１円未満の端数は切り捨てる。）。ただし、取得の請求を行ったC種優先株主が、こ

れよりも低い金額に同意した場合には、当該金額とする。分配可能額により取得可能なＣ種優先株式の

数が発行済のＣ種優先株式の数よりも少ない場合には、分配可能額の範囲内で取得可能な限度で最大数

のＣ種優先株式を取得するものとし、各株主から取得するＣ種優先株式の数は、各株主の保有するＣ種

優先株式の数に応じて按分する。取得されなかったＣ種優先株式については、当会社は法令等上可能な

範囲でできるだけ早期に取得する義務を負うものとする。

Ｃ種取得
対価調整金

＝
Ｃ種

転換価額
×

取得請求の日の属する事業年度の初日から取得請求の日までの日数×
0.05（当該事業年度の初日及び取得請求の日はこれを算入する）

365（取得請求の日の属する事業年度の２月が閏年であるときは366）

(5)普通株式と引換えの取得請求権条項

①Ｃ種優先株主は、いつでも、保有するＣ種優先株式につき、次の算式で計算される普通株式数の交付と

引換えに当会社に取得を請求することができる（１株未満の端数は切り捨て、金銭の調整を行わな

い。）。

交付される
普通株式数

＝
取得請求する

Ｃ種優先株式の数
× 2,528.7円 ×

１

Ｃ種転換価額

②Ｃ種転換価額は、上記(2)①に規定される場合以外に、調整前Ｃ種転換価額を下回る払込金額をもって

普通株式、Ａ種優先株式またはＢ種優先株式の募集（発行又は処分を意味する。以下同じ。）、普通株

式、Ａ種優先株式またはＢ種優先株式の交付を受ける権利（取得請求権付株式、取得条項付種類株式等

の種類株式及び新株予約権を含む。）が募集された場合、Ｃ種優先株式以外の株式の保有者に対して株

主割当て又は無償割当てがなされた場合には、次の算式で調整される。但し、本②に基づく調整は、
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「(5)普通株式と引換えの取得請求権条項」及び「(6)普通株式と引換えの取得条項」との関係において

のみ適用されるものとし、「(2)優先配当」「(3)残余財産の分配」及び「(4)金銭と引換えの取得請求

権条項」との関係においては適用されないものとする。

調整後Ｃ種
転換価額

＝

既発行
株式数

×
当該調整前
Ｃ種転換価額

＋
新発行
株式数

×
１株当たり
払込金額

既発行株式数＋新発行株式数

なお、上記において、既発行株式数とは、発行済の株式及び新株予約権の全てが普通株式に引き換えら

れたと仮定した場合の普通株式数（自己株式数を除く。）を、新発行株式数は、新たに発行又は処分さ

れた株式又は権利の全てが普通株式に引き換えられたと仮定した場合の普通株式数を、１株当たり払込

金額は、普通株式でない株式または新株予約権については、当該権利の取得及び普通株式への引換えを

通じて普通株式１株を取得するために負担するべき金額を、それぞれ意する。

上記の場合のほか、以下の各号に該当する場合には、当会社はＣ種優先株主及びＣ種優先登録質権者に

対して、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整後のＣ種転換価額、適用の日及びその他必

要な事項を通知した上、Ｃ種転換価額の調整を適切に行うものとする。

(a)合併、株式交換、株式移転、会社分割または資本金の額の減少のためにＣ種転換価額の調整を必要

とするとき

(b)前(a)のほか、当会社の普通株式の発行済株式総数（ただし、当会社が保有する普通株式の数を除

く。）の変更または変更の可能性を生ずる事由によってＣ種転換価額の調整を必要とするとき

③上記②は、以下に掲げる場合には行われない。

(a)当会社の発行した取得請求権付株式の取得と引換えに当会社の普通株式を交付するとき、または新

株予約権の行使により当会社の普通株式を交付するとき

(b)当会社または当会社の子会社の取締役、監査役、従業員またはコンサルタントその他の関係者に対

して、インセンティブ目的で当会社の新株予約権を発行するとき

(c)Ｃ種優先株式の発行済株式総数の過半数を有するＣ種優先株主がかかる調整を不要としたとき

(6)普通株式と引換えの取得条項

当会社は、当会社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場を当会社の取締役会が決定した場合に

は、取締役会が定める日をもって、次の算式で計算される普通株式数の交付と引換えに、Ｃ種優先株式

の全部を取得することができる（１株未満の端数の処理については会社法の規定に従う。）。ただし、

下記のＣ種転換価額は、上記(2)及び(5)の規定に従って、適切に調整される。

交付する
普通株式数

＝
取得する

Ｃ種優先株式の数
× 2,528.7円 ×

１

Ｃ種転換価額

(7)議決権

Ｃ種優先株主は、①株主総会、②Ｃ種優先株主を構成員とする種類株主総会において、Ｃ種優先株式１

株につき１個の議決権を有する。

(8)種類株主総会の決議

定款において、会社法第322条第２項に関する定めはしていない。

５．Ｄ種優先株式の内容は次の通りです。

(1)完全議決権株式であり、単元株式の定めはない。

(2)優先配当

①当会社は、剰余金の配当を行うときは、Ｄ種優先株式の保有者（以下「Ｄ種優先株主」という。）また

はＤ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ｄ種優先登録質権者」という。）に対し、普通株主及び普通

登録質権者、Ａ種優先株主及びＡ種優先登録質権者、Ｂ種優先株主及びＢ種優先登録質権者並びにＣ種

優先株主及びＣ種優先登録質権者に先立ち、各事業年度にＤ種優先株式１株当たり金3,325円（以下、

「Ｄ種転換価額」という。ただし、Ｄ種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合又

はこれに類する事由があった場合には、適切に調整される。）に５％を乗じた額（以下「Ｄ種優先配当

額」という。）を配当する（１円未満の端数は切り捨てる。）

②ある事業年度においてＤ種優先株主またはＤ種優先登録質権者に対して行う１株当たりの配当の額がＤ

種優先配当額に達しない場合、当該不足額は翌事業年度以降に累積し、累積した不足額（以下「Ｄ種優

先累積未配当金」という。）については、翌事業年度以降、Ｄ種優先配当額並びにＣ種優先株主または

Ｃ種優先登録質権者、Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録質権者、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録質権

者及び普通株主または普通登録質権者に対する配当に先立って、これをＤ種優先株主またはＤ種優先登

録質権者に配当する。

③当会社が、①及び②の配当後に同一の事業年度において剰余金の配当を行うときは、Ｃ種優先株主また

はＣ種優先登録質権者に対し、Ｂ種優先株主及びＢ種優先登録質権者、Ａ種優先株主及びＡ種優先登録

質権者並びに普通株主及び普通登録質権者に先立ち、Ｃ種優先株式１株当たりＣ種優先配当額を配当す

る（１円未満の端数は切り捨てる。）。

④Ｃ種優先累積未配当金については、翌事業年度以降、Ｃ種優先配当額並びにＢ種優先株主またはＢ種優

先登録質権者、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録質権者及び普通株主または普通登録質権者に対する配
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当に先立って、これをＣ種優先株主またはＣ種優先登録質権者に配当する。

⑤当会社が、①ないし④の配当後に同一の事業年度において剰余金の配当を行うときは、Ｂ種優先株主ま

たはＢ種優先登録質権者に対し、Ａ種優先株主及びＡ種優先登録質権者並びに普通株主及び普通登録質

権者に先立ち、Ｂ種優先株式１株当たりＢ種優先配当額を配当する（１円未満の端数は切り捨て

る。）。

⑥Ｂ種優先累積未配当金については、翌事業年度以降、Ｂ種優先配当額並びにＡ種優先株主またはＡ種優

先登録質権者及び普通株主又は普通登録質権者に対する配当に先立って、これをＢ種優先株主またはＢ

種優先登録質権者に配当する。

⑦当会社が、①ないし⑥の配当後に同一の事業年度において剰余金の配当を行うときは、Ａ種優先株主ま

たはＡ種優先登録質権者に対し、普通株主及び普通登録質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株当たりＡ種

優先配当額を配当する（１円未満の端数は切り捨てる。）。

⑧Ａ種優先累積未配当金については、翌事業年度以降、Ａ種優先配当額及び普通株主又は普通登録質権者

に対する配当に先立って、これをＡ種優先株主またはＡ種優先登録質権者に配当する。

⑨当会社が、①ないし⑧の配当後に同一の事業年度において剰余金（金銭以外の財産によるものを含

む。）の配当を行うときは、普通株主または普通登録質権者、Ａ種優先株主及びＡ種優先登録質権者、

Ｂ種優先株主及びＢ種優先登録質権者、Ｃ種優先株主またはＣ種優先登録質権者並びにＤ種優先株主及

びＤ種優先登録質権者に対して、各株式１株当たり同額の剰余金を配当する。

(3)残余財産の分配

①当会社は、残余財産を分配するときは、Ｄ種優先株主またはＤ種優先登録質権者に対し、Ｃ種優先株主

またはＣ種優先登録質権者、Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録質権者、Ａ種優先株主またはＡ種優先登

録質権者及び普通株主または普通登録質権者に先立ち、Ｄ種優先株式１株につきＤ種転換価額（ただ

し、Ｄ種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する事由があった

場合には、適切に調整される。）、Ｄ種優先累積未配当金及び次の算式で計算されるＤ種残余財産調整

金（１円未満の端数は切り捨てる。以下同じ。）の合計額を支払う。

Ｄ種残余
財産調整金

＝
Ｄ種

転換価額
×

解散決議の日の属する事業年度の初日から解散決議の日までの日数×
0.05（当該事業年度の初日及び解散決議の日はこれを算入する）

365（解散決議の日の属する事業年度の２月が閏年であるときは366）

②Ｄ種優先株主には、①以外の残余財産の分配は行わない。

③Ｄ種優先株主が下記(5)の定めに基づき普通株式の交付を受けたときは、当該Ｄ種優先株主は、当該交

付を受けた普通株式については普通株主として残余財産の分配を受ける。

(4)金銭と引換えの取得請求権条項

Ｄ種優先株主は当会社に対し、2025年３月31日以降いつでも、会社法第461条に定める分配可能額を限

度として、自己が保有するＤ種優先株式の全部または一部をＤ種優先株式１株につきＤ種転換価額、Ｄ

種優先累積未配当金及び次の算式で計算されるＤ種取得対価調整金の合計額の金銭の交付と引換えに当

会社に取得を請求することができる（１円未満の端数は切り捨てる。）。ただし、取得の請求を行った

Ｄ種優先株主が、これよりも低い金額に同意した場合には、当該金額とする。分配可能額により取得可

能なＤ種優先株式の数が発行済のＤ種優先株式の数よりも少ない場合には、分配可能額の範囲内で取得

可能な限度で最大数のＤ種優先株式を取得するものとし、各株主から取得するＤ種優先株式の数は、各

株主の保有するＤ種優先株式の数に応じて按分する。取得されなかったＤ種優先株式については、当会

社は法令等上可能な範囲でできるだけ早期に取得する義務を負うものとする。

Ｄ種取得
対価調整金

＝
Ｄ種

転換価額
×

取得請求の日の属する事業年度の初日から取得請求の日までの日数×
0.05（当該事業年度の初日及び取得請求の日はこれを算入する）

365（取得請求の日の属する事業年度の２月が閏年であるときは366）

(5)普通株式と引換えの取得請求権条項

①Ｄ種優先株主は、いつでも、保有するＤ種優先株式につき、次の算式で計算される普通株式数の交付と

引換えに当会社に取得を請求することができる（１株未満の端数は切り捨て、金銭の調整を行わな

い。）。

交付される
普通株式数

＝
取得請求する

Ｄ種優先株式の数
× 3,325円 ×

１

Ｄ種転換価額

②Ｄ種転換価額は、上記(2)①に規定される場合以外に、調整前Ｄ種転換価額を下回る１株当たりの払込

金額をもって普通株式、Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式またはＣ種優先株式の募集（発行または処分を意

味する。以下同じ。）、普通株式、Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式またはＣ種優先株式の交付を受ける権

利（取得請求権付株式、取得条項付種類株式等の種類株式及び新株予約権を含む。）が募集された場

合、Ｄ種優先株式以外の株式の保有者に対して株主割当てまたは無償割当てがなされた場合には、次の

算式で調整される。但し、本②に基づく調整は、「(5)普通株式と引換えの取得請求権条項」及び「(6)

普通株式と引換えの取得条項」との関係においてのみ適用されるものとし、「(2)優先配当」「(3)残余

財産の分配」及び「(4)金銭と引換えの取得請求権条項」との関係においては適用されないものとす

る。
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調整後Ｄ種
転換価額

＝

既発行
株式数

×
当該調整前
Ｄ種転換価額

＋
新発行
株式数

×
１株当たり
払込金額

既発行株式数＋新発行株式数

なお、上記において、既発行株式数とは、発行済の株式及び新株予約権の全てが普通株式に引き換えら

れたと仮定した場合の普通株式数（自己株式数を除く。）を、新発行株式数は、新たに発行又は処分さ

れた株式又は権利の全てが普通株式に引き換えられたと仮定した場合の普通株式数を、１株当たり払込

金額は、普通株式でない株式または新株予約権については、当該権利の取得及び普通株式への引換えを

通じて普通株式１株を取得するために負担するべき金額を、それぞれ意する。

上記の場合のほか、以下の各号に該当する場合には、当会社はＤ種優先株主及びＤ種優先登録質権者に

対して、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整後のＤ種転換価額、適用の日及びその他必

要な事項を通知した上、Ｄ種転換価額の調整を適切に行うものとする。

(a)合併、株式交換、株式移転、会社分割または資本金の額の減少のためにＤ種転換価額の調整を必要

とするとき

(b)前(a)のほか、当会社の普通株式の発行済株式総数（ただし、当会社が保有する普通株式の数を除

く。）の変更または変更の可能性を生ずる事由によってＤ種転換価額の調整を必要とするとき

③上記②は、以下に掲げる場合には行われない。

(a)当会社の発行した取得請求権付株式の取得と引換えに当会社の普通株式を交付するとき、または新

株予約権の行使により当会社の普通株式を交付するとき

(b)当会社または当会社の子会社の取締役、監査役、従業員またはコンサルタントその他の関係者に対

して、インセンティブ目的で当会社の新株予約権を発行するとき

(c)Ｄ種優先株式の発行済株式総数の過半数を有するＤ種優先株主がかかる調整を不要としたとき

(6)普通株式と引換えの取得条項

当会社は、当会社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場を当会社の取締役会が決定した場合に

は、取締役会が定める日をもって、次の算式で計算される普通株式数の交付と引換えに、Ｄ種優先株式

の全部を取得することができる（１株未満の端数の処理については会社法の規定に従う。）。ただし、

下記のＤ種転換価額は、上記(2)及び(5)の規定に従って、適切に調整される。

交付する
普通株式数

＝
取得する

Ｄ種優先株式の数
× 3,325円 ×

１

Ｄ種転換価額

(7)株式の分割、併合及び株式割当て等

①当会社は、株式の分割または併合を行うときは、全ての種類の株式につき同一割合でこれを行う。

②当会社は、株主に株式無償割当てまたは新株予約権（新株予約権付社債に付されたもの含む。以下本条

において同じ。）の無償割当てを行うときは、普通株主には普通株式または普通株式を目的とする新株

予約権の無償割当てを、Ｄ種優先株主にはＤ種優先株式またはＤ種優先株式を目的とする新株予約権の

無償割当てを、Ｃ種優先株主にはＣ種優先株式またはＣ種優先株式を目的とする新株予約権の無償割当

てを、Ｂ種優先株主にはＢ種優先株式またはＢ種優先株式を目的とする新株予約権の無償割当てを、Ａ

種優先株主にはＡ種優先株式またはＡ種優先株式を目的とする新株予約権の無償割当てを、それぞれ同

時に同一割合で行うものとする。

(8)議決権

Ｄ種優先株主は、①株主総会、②Ｄ種優先株主を構成員とする種類株主総会において、Ｄ種優先株式１

株につき１個の議決権を有する。

(9)種類株主総会の決議

定款において、会社法第322条第２項に関する定めはしていない。

６．2025年３月31日付で、Ａ種優先株主、Ｂ種優先株主、Ｃ種優先株主、Ｄ種優先株主の株式取得請求権の行使

を受けたことにより、Ａ種優先株式272,720株、Ｂ種優先株式313,670株、Ｃ種優先株式167,010株、Ｄ種優

先株式207,490株を自己株式として取得し、対価としてＡ種優先株主、Ｂ種優先株主、Ｃ種優先株主、Ｄ種

優先株主にＡ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｃ種優先株式、Ｄ種優先株式各１株につき普通株式１株を交付し

ています。

７．2025年４月17日開催の臨時株主総会決議により、同日付で１単元を100株とする単元株制度を採用していま

す。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2024年12月26日（注)１ 12,330 1,613,900 4,525 42,444 4,525 358,503

(注) １．ストック・オプションとしての新株予約権の行使による増加です。

２．2025年１月29日から2025年３月26日までの間に、ストック・オプションとしての新株予約権の行使により、

発行済株式総数が21,620株、資本金が7,934千円、資本準備金が7,934千円増加しました。

３．2025年３月31日付で、Ａ種優先株主、Ｂ種優先株主、Ｃ種優先株主、Ｄ種優先株主の株式取得請求権の行使

を受けたことにより、Ａ種優先株式272,720株、Ｂ種優先株式313,670株、Ｃ種優先株式167,010株、Ｄ種優

先株式207,490株を自己株式として取得し、対価としてＡ種優先株主、Ｂ種優先株主、Ｃ種優先株主、Ｄ種

優先株主にＡ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｃ種優先株式、Ｄ種優先株式各１株につき普通株式１株を交付し

ています。また、2025年４月３日付で自己株式であるＡ種優先株式272,720株、Ｂ種優先株式313,670株、Ｃ

種優先株式167,010株、Ｄ種優先株式207,490株を消却しています。

(5) 【大株主の状況】

2024年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ヤプリ
東京都港区六本木三丁目２番１号 住友不動
産六本木グランドタワー41階

352,400 21.84

株式会社電通グループ 東京都港区東新橋一丁目８番１号 346,000 21.44

渋谷 修太 新潟県新潟市 188,991 11.71

B Dash Fund４号投資事業有限責
任組合

東京都港区虎ノ門五丁目９番１号 146,630 9.09

いばらき新産業創出ファンド投資
事業有限責任組合

茨城県水戸市南町二丁目５番５号 90,000 5.58

地方創生新潟１号投資事業有限責
任組合

新潟県新潟市中央区天神一丁目１番地
PLAKA3 １階

59,320 3.68

山本 公哉 東京都目黒区 38,600 2.39

朝日メディアラボベンチャーズ株
式会社

東京都中央区築地五丁目３番２号 37,400 2.32

櫻井 裕基 茨城県つくばみらい市 33,400 2.07

山﨑 将司 千葉県流山市 33,400 2.07

計 ― 1,326,141 82.17
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2024年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)

普通株式
653,010

Ａ種優先株式
272,720

Ｂ種優先株式
313,670

Ｃ種優先株式
167,010

Ｄ種優先株式
207,490

1,613,900 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 1,613,900 ― ―

総株主の議決権 ― 1,613,900 ―

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

２ 【役員の状況】

前事業年度の定時株主総会終了後、当中間会計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)に基づ

いて作成しています。

また、当社の中間財務諸表は、第一種中間財務諸表です。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、当中間会計期間(2024年７月１日から2024年12月31日まで)に係る中間財務諸表について、太

陽有限責任監査法人による期中レビューを受けています。

３ 中間連結財務諸表について

当社は、子会社が無いため、中間連結財務諸表を作成していません。
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１ 【中間財務諸表】

(1) 【中間貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2024年６月30日)

当中間会計期間
(2024年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 886,065 920,126

受取手形及び売掛金 214,200 286,419

仕掛品 621 17,319

前払費用 37,048 57,947

その他 49 5,524

流動資産合計 1,137,985 1,287,338

固定資産

有形固定資産 37,763 34,691

投資その他の資産 112,748 114,689

固定資産合計 150,512 149,380

資産合計 1,288,497 1,436,718

負債の部

流動負債

買掛金 17,257 27,281

１年内返済予定の長期借入金 60,012 60,012

未払金 11,122 11,091

未払費用 166,317 188,637

未払法人税等 1,196 608

未払消費税等 13,861 34,806

前受金 14,978 6,672

預り金 9,778 12,710

受注損失引当金 － 3,898

流動負債合計 294,523 345,718

固定負債

長期借入金 168,307 138,301

資産除去債務 980 －

その他 56,950 56,950

固定負債合計 226,237 195,251

負債合計 520,761 540,969

純資産の部

株主資本

資本金 37,919 42,444

資本剰余金 353,978 358,503

利益剰余金 375,838 494,800

株主資本合計 767,736 895,748

純資産合計 767,736 895,748

負債純資産合計 1,288,497 1,436,718
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(2) 【中間損益計算書】

当中間会計期間
(自 2024年７月１日
至 2024年12月31日)

売上高 975,787

売上原価 568,468

売上総利益 407,319

販売費及び一般管理費 ※ 282,611

営業利益 124,707

営業外収益

受取利息 86

補助金収入 696

営業外収益合計 782

営業外費用

支払利息 868

営業外費用合計 868

経常利益 124,621

税引前中間純利益 124,621

法人税、住民税及び事業税 621

法人税等調整額 5,037

法人税等合計 5,659

中間純利益 118,962
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(3) 【中間キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
当中間会計期間

(自 2024年７月１日
至 2024年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益 124,621

減価償却費 7,967

受注損失引当金の増減額(△は減少) 3,898

受取利息 △86

支払利息 868

資産除去債務履行差額 113

補助金収入 △696

売上債権の増減額(△は増加) △72,218

棚卸資産の増減額(△は増加) △16,698

仕入債務の増減額(△は減少) 10,024

未払金の増減額(△は減少) △31

未払費用の増減額(△は減少) 22,316

未払消費税等の増減額(△は減少) 20,945

前受金の増減額(△は減少) △8,306

その他 △31,195

小計 61,523

利息の受取額 86

利息の支払額 △870

法人税等の支払額 △1,209

補助金の受取額 696

営業活動によるキャッシュ・フロー 60,226

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △4,841

資産除去債務の履行による支出 △368

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,209

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △30,006

株式の発行による収入 9,050

財務活動によるキャッシュ・フロー △20,955

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 34,060

現金及び現金同等物の期首残高 886,065

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 920,126
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【注記事項】

(中間損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次の通りです。

当中間会計期間
(自 2024年７月１日
至 2024年12月31日)

給料手当 114,784千円

(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の通りです。

当中間会計期間
(自 2024年７月１日
至 2024年12月31日)

現金及び預金 920,126千円

預入期間が３か月を超える定期預金 ― 〃

現金及び現金同等物 920,126千円

(株主資本等関係)

当中間会計期間(自 2024年７月１日 至 2024年12月31日)

１ 配当金支払額

該当事項はありません。

２ 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

３ 株主資本の著しい変動

新株予約権の権利行使に伴う新株の発行により、当中間会計期間において資本金及び資本剰余金がそれぞれ

4,525千円増加しました。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当中間会計期間(自 2024年７月１日 至 2024年12月31日)

当社はデジタルパートナー事業の単一セグメントであるため、記載を省略しています。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当中間会計期間(自 2024年７月１日 至 2024年12月31日)

(単位：千円)

合計

「App Ape」サービス 50,112

クライアントワーク（請負） 84,340

クライアントワーク（準委任その他） 841,334

顧客との契約から生じる収益 975,787

その他の収益 ―

外部顧客への売上高 975,787
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当中間会計期間

(自 2024年７月１日
至 2024年12月31日)

１株当たり中間純利益 51円70銭

(算定上の基礎)

中間純利益(千円) 118,962

普通株主に帰属しない金額(千円) 36,138

普通株式に係る中間純利益(千円) 82,823

普通株式の期中平均株式数(株) 1,601,972

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度末
から重要な変動があったものの概要

―

(注) １．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できないため、記載していません。

２．Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｃ種優先株式、Ｄ種優先株式は、剰余金配当については普通株式より優先さ

れる株式であるため、１株当たり中間純利益の算定に当たって、Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｃ種優先株

式、Ｄ種優先株式に配当される優先配当額を中間純利益から控除しています。また、Ａ種優先株式、Ｂ種優

先株式、Ｃ種優先株式、Ｄ種優先株式は、各種類株式に優先配当された後の剰余金の配当について普通株式

と同等の権利を持つことから、１株当たり中間純利益の算定に用いられる普通株式と同等の株式としていま

す。

３．当中間会計期間の当該優先配当額は、2025年６月30日を基準日として配当を予定している額のうち、当中間

会計期間に帰属するものとして算定しています。

(重要な後発事象)

１．資金の借入及び借入金の繰上返済

当社は、2025年２月17日開催の取締役会決議に基づき、次の通り資金の借入及び借入金の繰上返済を行いまし

た。

（資金の借入①）

(1) 借入先 株式会社第四北越銀行

(2) 借入金額 200,000千円

(3) 借入金利 市場金利に連動した変動金利

(4) 借入実行日 2025年２月28日

(5) 最終返済期日 借入実行日より５年間

(6) 担保の有無 無担保、無保証

(7) 資金使途 長期運転資金

（資金の借入②）

(1) 借入先 株式会社三井住友銀行

(2) 借入金額 200,000千円

(3) 借入金利 市場金利に連動した変動金利

(4) 借入実行日 2025年３月31日

(5) 最終返済期日 借入実行日より５年間

(6) 担保の有無 無担保、無保証

(7) 資金使途 長期運転資金
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（借入金の繰上返済①）

(1) 返済先 株式会社第四北越銀行

(2) 返済金額 66,660千円（最終返済期日2028年５月31日）

(3) 返済日 2025年２月25日

（借入金の繰上返済②）

(1) 返済先 株式会社三井住友銀行

(2) 返済金額 59,992千円（最終返済期日2028年３月30日）

(3) 返済日 2025年３月31日

２．種類株式の取得及び消却

株主からの取得請求権の行使を受けたことにより、2025年３月31日付でＡ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｃ種優

先株式、Ｄ種優先株式の全てを自己株式として取得し、対価としてＡ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｃ種優先株式、

Ｄ種優先株式１株につき、それぞれ普通株式１株を交付しています。また、当社が取得したＡ種優先株式、Ｂ種

優先株式、Ｃ種優先株式、Ｄ種優先株式の全てについて、2025年４月３日開催の取締役会において、会社法第178

条の規定に基づき消却することを決議し、同日付で消却しています。

(1) 取得及び消却した株式数

Ａ種優先株式 272,720株

Ｂ種優先株式 313,670株

Ｃ種優先株式 167,010株

Ｄ種優先株式 207,490株

(2) 交換により交付した普通株式数 960,890株

(3) 交付後の発行済普通株式数 1,635,520株

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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